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（表１）県内企業の2019年夏季賞与・一時金支給結果［単純平均］
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（表２）全国大手企業の2019年夏季賞与・一時金妥結結果［単純平均］
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夏季賞与・一時金支給結果〈最終集計〉

2. 全国大手

1. 県内
189社 単純平均483,399円、
　　　　　　　前年比2.16％増加

 137社 単純平均 811,536円、
　　　　　　　前年比1.47％減少  

　会員企業を対象に実施した「2019年夏季賞
与・一時金支給結果」（単純平均・最終集
計）は、集計可能な189社の支給額平均が
483,399円で、今回回答のあった189社の前年同
期の支給額平均473,172円と比べると、金額で
10,227円、率で2.16％増加と、６年連続でプラ
スとなった。
　業種別では、製造業は前年同期比3.09％増加
の475 ,875円、非製造業は同1.27％増加の
491,003円となった。
　製造業では12業種中９業種が増加し、食料
品・飲料が13.59％、その他製造業が10.24%、
化学が8.58%と高い伸びとなった反面、電子・
電気機械器具は8.29%の減少となった。
　非製造業では10業種中６業種で増加し、学
術・専門・技術サービスが8.54％、建設が6.87
％、運輸が6.36％と大きく増加となった反面、
電気・ガスは7.54％の減少となった。（表１） 

年夏季賞与・一時金大手企業妥結結果」（単
純平均・最終集計）によると、調査対象の全
国大手企業（主要21業種、大手251社）のうち、
集計可能な137社の妥結額平均は811,536円で、
前年同期の最終妥結実績146社、823,642円と比
べて、金額で12,106円、率で1.47％の減少とな
った。
　業種別では、製造業は前年同期比0.71％減少
の788 ,156円、非製造業は同3.96％減少の
906,786円となった。（表２）

調査報告調査報告

（注） ①調査対象490社のうち、集計可能な回答のあった189社の数値である。
　　 ②「2018年夏季支給額」は、今回「2019年夏季支給額」の回答があった企業の数値である。 
　　 ③平均欄の上段は１社当たりの単純平均、下段の(   )内は１人当たりの加重平均である。 

（注） ①調査対象は、原則として東証一部上場、従業員500人以上、主要21業種大手251社
 　　②19業種165社（65.7％）で妥結しているが、このうち28社は平均額不明などのため集計
　　 　より除外
 　　③「平均｣欄の（　　）内は、１社あたりの加重平均
 　　④2018年夏季の数値は、2018年8月1日付の最終集計結果
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